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日
本
に
お
け
る
対
内
直
接
投
資
規
制
の
変
遷

渡　

井　

理　

佳　

子

一　

は
じ
め
に

二　

外
資
法
に
よ
る
対
内
直
接
投
資
規
制

三　

外
国
為
替
管
理
法
に
よ
る
対
内
直
接
投
資
規
制

四　

外
為
法
に
よ
る
対
内
直
接
投
資
規
制

五　

終
わ
り
に一　

は
じ
め
に

　
「
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
」（
以
下
、「
外
為
法
」
と
い
う
）
一
条
が
、
目
的
と
し
て
掲
げ
る
「
我
が
国
又
は
国
際
社
会
の
平
和

及
び
安
全
の
維
持
」
の
た
め
に
は
、
輸
出
規
制
と
し
て
の
安
全
保
障
貿
易
管
理
と
外
資
規
制
と
し
て
の
対
内
直
接
投
資
規
制
と
が
、

相
互
に
補
い
あ
っ
て
機
能
し
て
い
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
こ
の
こ
と
は
、
特
に
安
全
保
障
に
関
す
る
技
術
（
機
微
技
術
）
の
管
理

に
お
い
て
、
顕
著
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
で
あ
ろ
う
。
機
微
技
術
の
流
出
防
止
は
、
第
一
義
的
に
は
輸
出
規
制
に
よ
っ
て
対
処
す
べ

き
問
題
で
あ
る
が
、
例
え
ば
、
機
微
技
術
を
保
有
す
る
日
本
企
業
が
外
資
に
よ
っ
て
買
収
さ
れ
る
と
い
う
状
況
に
あ
っ
て
は
、
対
内
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直
接
投
資
規
制
に
よ
ら
な
い
限
り
、
問
題
の
あ
る
流
出
を
防
ぐ
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。

　

対
内
直
接
投
資
規
制
を
ど
の
よ
う
に
設
け
る
か
は
、
各
国
に
共
通
の
課
題
で
あ
る
。
対
内
直
接
投
資
は
、
経
済
に
プ
ラ
ス
の
効
果

を
も
た
ら
す
も
の
で
あ
る
が）

1
（

、
安
全
保
障
な
ど
国
家
に
と
っ
て
保
護
に
値
す
る
他
の
法
益
と
の
バ
ラ
ン
ス
を
い
か
に
図
る
べ
き
か
が

問
わ
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
、
日
本
に
お
け
る
対
内
直
接
投
資
規
制
の
歴
史
を
振
り
返
り
、
規
制
の
目
的
と
そ
の
変
遷
か
ら
、
今
日
の

外
為
法
に
よ
る
規
制
の
枠
組
み
に
つ
い
て
整
理
を
試
み
る
こ
と
と
し
た
い
。

二　

外
資
法
に
よ
る
対
内
直
接
投
資
規
制

㈠
外
資
法
と
外
国
為
替
管
理
法

　

対
内
直
接
投
資
規
制
に
は
、
特
定
の
業
種
に
注
目
す
る
個
別
法
（
業
法
）
に
よ
る
規
制
と
、
業
種
横
断
的
な
法
（
一
般
法
）
に
よ

る
規
制
と
が
あ
る
。
こ
れ
は
、
各
国
で
見
ら
れ
る
規
制
体
系
で
あ
り
、
日
本
も
こ
の
方
式
に
よ
っ
て
い
る
。
外
為
法
に
よ
る
対
内
直

接
投
資
規
制
は
、
一
般
法
に
よ
る
規
制
で
あ
る
。

　

日
本
に
お
け
る
本
格
的
な
対
内
直
接
投
資
規
制
は
、
第
二
次
世
界
大
戦
後
の
一
九
五
〇
（
昭
和
二
五
）
年
に
「
外
資
に
関
す
る
法

律
」（
以
下
、「
外
資
法
」
と
い
う
）
に
よ
っ
て
始
ま
っ
た
。
外
資
法
は
、
技
術
援
助
契
約
、
株
式
、
持
分
の
取
得
、
社
債
、
貸
付
金

債
権
の
取
得
、
受
益
証
券
の
取
得
に
つ
い
て
の
規
制
を
設
け
て
い
た
。
す
な
わ
ち
、
外
資
法
は
、
一
定
の
外
資
に
つ
い
て
の
規
制
法

で
あ
り
、
同
時
に
制
定
さ
れ
た
外
為
法
の
前
身
で
あ
る
「
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
管
理
法
」（
以
下
、「
外
国
為
替
管
理
法
」
と
い

う
）
の
特
別
法
で
あ
っ
た
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。
実
質
的
に
見
て
も
、
外
資
法
が
、
個
別
の
投
資
に
つ
い
て
審
査
を
行
う
の
で
は

な
く
、
認
可
を
し
た
投
資
に
つ
き
元
本
と
果
実
の
対
外
送
金
を
保
障
す
る
構
成
を
取
っ
て
い
た
こ
と
、
そ
し
て
居
住
者
・
非
居
住
者

の
別
に
よ
る
の
で
は
な
く
外
国
投
資
家
の
概
念
を
採
用
し
て
い
た
こ
と
は
、
規
制
の
あ
り
方
に
お
い
て
、
外
国
為
替
管
理
法
と
は
異
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な
っ
て
い
た）

2
（

。
し
か
し
、
外
国
為
替
管
理
法
も
外
資
法
も
、
戦
後
の
経
済
情
勢
を
ふ
ま
え
つ
つ
、
外
国
と
の
取
引
を
管
理
し
て
い
く

と
い
う
目
的
に
お
い
て
は
一
致
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。

　

外
資
法
一
条
は
、「
日
本
経
済
の
自
立
と
そ
の
健
全
な
発
展
及
び
国
際
収
支
の
改
善
に
寄
与
す
る
外
国
投
資
」
に
限
っ
て
対
内
直

接
投
資
を
認
め
、
こ
れ
に
よ
り
「
外
国
資
本
の
投
下
の
た
め
の
健
全
な
基
礎
を
作
る
こ
と
」
を
目
的
と
し
て
い
た
。
そ
し
て
二
条
に

お
い
て
、
対
内
直
接
投
資
を
「
で
き
る
限
り
自
由
」
に
認
め
る
と
し
た
上
で
、
八
条
で
認
可
制
を
導
入
し
、
認
可
の
権
限
を
外
資
委

員
会
又
は
大
蔵
大
臣
に
付
与
し
た
。
外
資
委
員
会
は
、
外
資
法
制
定
の
前
年
で
あ
る
一
九
四
九
（
昭
和
二
四
）
年
の
「
外
国
人
の
財

産
取
得
に
関
す
る
政
令）

（
（

」
に
よ
っ
て
、
総
理
庁
の
外
局
と
し
て
設
置
さ
れ
た
機
関
で
あ
り
、
委
員
長
は
経
済
安
定
本
部
総
務
長
官
が

務
め
る
と
定
め
ら
れ
て
い
た
。
そ
し
て
、
外
資
委
員
会
は
、
外
資
法
に
あ
わ
せ
て
制
定
さ
れ
た
外
資
委
員
会
設
置
法
に
よ
っ
て
法
的

根
拠
を
得
て
、
経
済
安
定
本
部
の
外
局
と
な
り
、
引
き
続
き
経
済
安
定
本
部
の
総
務
長
官
が
委
員
長
を
務
め
る
こ
と
と
な
っ
た）

（
（

。
そ

し
て
、
外
資
委
員
会
は
、
一
九
五
二
（
昭
和
二
七
）
年
に
は
、
外
資
審
議
会
と
な
っ
た
。

　

外
資
法
の
下
で
、
対
内
直
接
投
資
の
認
可
の
基
準
は
、
八
条
が
「
国
際
収
支
の
改
善
に
有
効
に
寄
与
す
る
も
の
を
優
先
さ
せ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
」
と
定
め
て
い
る
こ
と
を
受
け
て
、
直
接
又
は
間
接
に
日
本
経
済
に
寄
与
す
る
投
資
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い

た
。
す
な
わ
ち
、
外
資
法
の
認
可
制
は
、
原
則
と
し
て
対
内
直
接
投
資
を
禁
止
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
な
ぜ
な
ら
ば
、
認
可
と
は
、

私
人
間
の
法
律
効
果
を
完
成
し
て
、
新
た
な
法
律
上
の
効
果
を
設
定
さ
せ
る
行
為
で
あ
り）

（
（

、
仮
に
外
国
投
資
家
と
企
業
買
収
に
つ
い

て
合
意
を
し
た
と
し
て
も
、
認
可
な
く
し
て
は
そ
の
効
力
が
発
生
し
な
い
か
ら
で
あ
る
。
戦
後
の
日
本
の
経
済
状
況
か
ら
す
れ
ば
、

外
国
か
ら
の
投
資
は
選
別
せ
ざ
る
を
得
な
い
現
実
が
あ
り
、
日
本
経
済
に
資
す
る
と
い
う
観
点
か
ら
、
優
良
か
つ
長
期
の
投
資
を
求

め
て
い
た
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。

　

外
資
法
は
、
戦
後
間
も
な
く
日
本
に
進
出
し
て
い
た
ア
メ
リ
カ
系
の
石
油
大
手
と
、
日
本
企
業
と
の
提
携
を
契
機
に
制
定
さ
れ
た

経
緯
が
あ
り
、
日
本
経
済
の
自
立
と
発
展
に
加
え
て
、
外
国
投
資
家
の
活
動
を
保
障
す
る
目
的
も
併
せ
持
っ
て
い
た）

（
（

。
参
議
院
経
済
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安
定
委
員
会
に
お
け
る
外
資
法
の
提
案
理
由
の
説
明
に
お
い
て
は
、
対
内
直
接
投
資
は
促
進
す
べ
き
で
あ
り
、
規
制
は
「
逐
次
緩
和

乃
至
廃
止
」
す
る
と
の
方
針
が
示
さ
れ
て
い
た）

7
（

。
し
た
が
っ
て
、
原
則
禁
止
と
し
な
が
ら
も
、
対
内
直
接
投
資
は
自
由
で
あ
る
こ
と

が
む
し
ろ
前
提
で
あ
り
、
対
内
直
接
投
資
に
対
す
る
認
可
制
は
、
過
渡
的
な
も
の
と
考
え
ら
れ
て
い
た
こ
と
に
な
る
。

㈡
対
内
直
接
投
資
と
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
コ
ー
ド

　

日
本
は
、
一
九
五
二
（
昭
和
二
七
）
年
の
国
際
通
貨
基
金
（
Ｉ
Ｍ
Ｆ
）
へ
の
加
盟
、
一
九
五
五
（
昭
和
三
〇
）
年
の
「
関
税
及
び
貿

易
に
関
す
る
一
般
協
定
」（
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
）
へ
の
加
盟
、
そ
し
て
経
済
白
書
が
「
も
は
や
『
戦
後
』
で
は
な
い
」
と
呼
ん
だ
一
九
五
六

（
昭
和
三
一
）
年
に
お
け
る
国
際
連
合
へ
の
加
盟
を
経
て
、
一
九
六
四
（
昭
和
三
九
）
年
に
経
済
協
力
開
発
機
構
（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
）
に
加

盟
し
た）

8
（

。
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
前
身
で
あ
る
欧
州
経
済
協
力
機
構
（
Ｏ
Ｅ
Ｅ
Ｃ
）
は
、
一
九
四
八
年
に
ア
メ
リ
カ
の
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
復
興
政
策

で
あ
る
マ
ー
シ
ャ
ル
・
プ
ラ
ン
の
受
入
れ
の
た
め
に
設
立
さ
れ
た
国
際
機
関
で
あ
る）

9
（

。
そ
の
後
、
一
九
六
一
（
昭
和
三
六
）
年
に

な
っ
て
、
ア
メ
リ
カ
と
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
諸
国
が
、
対
等
の
立
場
で
自
由
主
義
経
済
の
発
展
を
目
指
す
た
め
に
、
Ｏ
Ｅ
Ｅ
Ｃ
は
発
展
的
に

解
消
さ
れ
て
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
と
な
っ
た）

（（
（

。
日
本
が
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
設
立
か
ら
わ
ず
か
三
年
後
に
加
盟
を
果
た
し
て
、
欧
米
諸
国
の
仲
間
入

り
を
し
た
こ
と
は
、
経
済
復
興
の
速
さ
を
物
語
る
も
の
で
あ
る
。

　

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
条
約
は
、
第
一
条
⒜
項
で
世
界
貿
易
の
発
展
へ
の
貢
献
、
⒝
項
で 

開
発
途
上
国
の
経
済
の
健
全
な
拡
大
へ
の
貢
献
、

そ
し
て
⒞
項
で
世
界
貿
易
の
多
角
的
か
つ
無
差
別
的
な
拡
大
へ
の
貢
献
を
目
的
と
し
て
掲
げ
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
目
的
を
達
成
す
る

上
で
は
、
対
内
直
接
投
資
の
自
由
化
が
原
動
力
で
あ
り
、「
資
本
移
動
自
由
化
及
び
現
在
の
不
可
視
取
引
に
関
す
る
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
規
約
」

（
以
下
、「
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
コ
ー
ド
」
と
い
う
）
が
重
要
な
役
割
を
果
た
し
て
い
る
。
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
コ
ー
ド
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
条
約
五
条
⒜
項
に
基

づ
い
て
お
り
、
加
盟
国
に
対
し
て
拘
束
力
を
持
つ
こ
と
か
ら
、
加
盟
国
は
資
本
移
動
の
自
由
化
を
義
務
付
け
ら
れ
た
こ
と
に
な
る
。

　

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
コ
ー
ド
は
、
対
内
直
接
投
資
を
例
外
的
に
規
制
す
る
場
合
の
根
拠
規
定
を
置
い
て
い
る
。
具
体
的
に
は
、
ま
ず
二
条
が
、
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加
盟
国
に
自
由
化
を
留
保
す
る
業
種
を
定
め
る
こ
と
を
認
め
た
。
加
盟
国
が
、
こ
の
二
条
を
根
拠
に
対
内
直
接
投
資
を
規
制
す
る
場

合
に
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
コ
ー
ド
の
附
属
書
Ａ
の
リ
ス
ト
Ａ
お
よ
び
Ｂ
に
基
づ
い
て
留
保
を
通
告
す
る
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
。

次
に
、
三
条
で
は
、
公
の
秩
序
の
維
持
、
公
衆
の
衛
生
・
道
徳
・
安
全
の
保
護
、
安
全
保
障
の
た
め
に
不
可
欠
な
利
益
の
保
護
、
そ

し
て
国
際
平
和
及
び
安
全
に
関
す
る
義
務
の
履
行
の
目
的
か
ら
、
加
盟
国
が
対
内
直
接
投
資
を
規
制
す
る
こ
と
を
認
め
て
い
る
。
三

条
を
根
拠
に
、
加
盟
国
が
対
内
直
接
投
資
を
規
制
す
る
場
合
に
は
、
国
内
法
を
整
備
す
る
こ
と
に
な
る
。

㈢
外
資
法
と
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
コ
ー
ド

　

日
本
も
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
に
加
盟
し
た
以
上
、
対
内
直
接
投
資
の
自
由
化
を
図
る
必
要
が
あ
り
、
規
制
を
設
け
る
場
合
に
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ

Ｄ
コ
ー
ド
に
基
づ
い
て
行
う
必
要
が
あ
る
。
し
か
し
、
加
盟
当
初
の
日
本
は
、
国
内
の
経
済
状
況
に
よ
り
、
唯
一
の
全
面
留
保
国
と

し
て
ス
タ
ー
ト
せ
ざ
る
を
得
な
か
っ
た）

（（
（

。
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
は
、
一
九
六
六
（
昭
和
四
一
）
年
に
、
日
本
の
資
本
自
由
化
の
状
況
に
つ
い
て

初
め
て
の
定
期
審
査
を
行
い
、
対
内
直
接
投
資
を
段
階
的
に
自
由
化
す
べ
き
で
あ
る
と
勧
告
し
た）

（（
（

。

　

そ
こ
で
、
外
資
審
議
会
は
、
一
九
六
七
（
昭
和
四
二
）
年
六
月
二
日
の
答
申
「
対
内
直
接
投
資
の
自
由
化
に
つ
い
て
」
に
お
い
て
、

詳
細
に
自
由
化
の
方
針
を
示
し
た
。
答
申
は
、
対
内
直
接
投
資
を
導
入
す
る
メ
リ
ッ
ト
と
し
て
は
、
外
国
の
優
れ
た
技
術
の
導
入
が

可
能
と
な
る
こ
と
、
競
争
原
理
に
よ
る
刺
激
の
活
用
に
よ
り
経
済
の
効
率
化
が
促
進
さ
れ
る
こ
と
、
経
営
の
合
理
化
・
近
代
化
が
促

進
さ
れ
る
こ
と
、
さ
ら
に
消
費
者
利
益
の
増
進
を
図
り
、
貿
易
拡
大
を
期
待
し
得
る
こ
と
の
諸
点
を
挙
げ
て
い
る）

（（
（

。
そ
し
て
、
答
申

の
四
日
後
に
な
さ
れ
た
閣
議
決
定
「
対
内
直
接
投
資
等
の
自
由
化
に
つ
い
て
の
閣
議
決
定
」
は
、
答
申
の
内
容
を
そ
の
ま
ま
受
け
入

れ
た
。

　

答
申
で
は
、
当
面
の
措
置
の
方
向
と
し
て
、
外
国
投
資
家
に
よ
る
企
業
新
設
の
場
合
と
既
存
企
業
へ
の
参
加
の
場
合
と
を
分
け
、

ま
ず
は
前
者
に
つ
い
て
の
み
資
本
取
引
の
自
由
化
を
進
め
る
方
針
を
採
用
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
資
本
の
第
一
次
自
由
化
が
実
施
さ
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れ
、
一
九
七
一
（
昭
和
四
六
）
年
度
末
ま
で
に
、
第
一
類
自
由
化
業
種
と
し
て
、
外
資
比
率
が
五
〇
％
以
下
の
合
弁
企
業
の
新
設
が

自
動
的
に
認
可
さ
れ
る
業
種
を
三
三
業
種
、
そ
し
て
第
二
類
自
由
化
業
種
と
し
て
外
資
比
率
が
一
〇
〇
％
ま
で
同
じ
く
新
設
が
自
動

的
に
認
可
さ
れ
る
業
種
を
一
七
業
種
選
定
し
た）

（（
（

。
答
申
は
、
自
動
認
可
に
つ
い
て
は
、「
外
資
が
経
営
に
支
配
的
な
影
響
力
を
も
つ

も
の
で
な
い
こ
と
」
と
い
う
基
準
を
掲
げ
て
い
る
。

　

一
九
六
九
（
昭
和
四
四
）
年
に
な
る
と
、
第
二
次
自
由
化
と
し
て
、
第
一
類
自
由
化
業
種
に
つ
い
て
は
一
三
五
業
種
が
追
加
と
な

り
、
第
二
類
自
由
化
業
種
に
つ
い
て
も
二
〇
業
種
が
追
加
さ
れ
た）

（（
（

。
第
一
次
自
由
化
の
際
に
、
第
一
類
自
由
化
業
種
で
あ
っ
た
も
の

の
う
ち
、
九
業
種
が
第
二
類
自
由
化
業
種
に
移
っ
て
お
り）

（（
（

、
着
実
に
自
由
化
業
種
は
増
加
し
て
い
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
対
内
直
接
投

資
を
原
則
禁
止
し
て
い
る
外
資
法
の
下
に
あ
り
な
が
ら
も
、
規
制
緩
和
が
実
現
し
て
い
っ
た
こ
と
に
な
る
。
続
い
て
、
一
九
七
〇

（
昭
和
四
五
）
年
の
第
三
次
自
由
化
に
よ
っ
て
、
第
一
類
自
由
化
業
種
は
四
四
七
業
種
、
第
二
類
自
由
化
業
種
は
七
七
業
種
と
な
っ

た
。
こ
こ
ま
で
の
段
階
で
、
資
本
の
自
由
化
は
全
業
種
の
八
割
に
ま
で
及
ん
だ
と
い
わ
れ
て
い
る）

（（
（

。
そ
し
て
、
一
九
七
一
（
昭
和
四

六
）
年
の
第
四
次
自
由
化
に
よ
っ
て
、
第
一
類
自
由
化
業
種
に
つ
い
て
は
、
個
別
の
審
査
対
象
と
す
る
業
種
を
全
て
列
挙
す
る
ポ
ジ

テ
ィ
ブ
リ
ス
ト
方
式
か
ら
、
例
外
的
に
個
別
の
審
査
の
対
象
と
な
る
業
種
の
み
を
列
挙
す
る
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
リ
ス
ト
方
式
が
採
用
さ
れ

た
）
（（
（

。
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
リ
ス
ト
に
あ
っ
た
の
は
、
電
算
機
産
業
、
情
報
処
理
産
業
、
農
林
水
産
業
、
石
油
精
製
・
販
売
業
、
皮
革
製
品
製

造
業
、
不
動
産
業
、
一
二
店
舗
以
上
の
チ
ェ
ー
ン
ス
ト
ア
（
小
売
業
）
の
七
業
種
で
あ
る）

（（
（

。
第
二
類
自
由
化
業
種
は
、
二
二
八
業
種

と
な
り
、
順
調
に
リ
ス
ト
は
拡
大
を
続
け
て
い
っ
た）

（（
（

。
さ
ら
に
、
一
九
七
三
（
昭
和
四
八
）
年
の
第
五
次
自
由
化
に
よ
り
、
第
一
類

自
由
化
業
種
の
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
リ
ス
ト
か
ら
電
算
機
産
業
と
情
報
処
理
産
業
が
削
除
さ
れ
て
、
個
別
的
に
審
査
を
要
す
る
の
は
五
業
種

の
み
と
な
っ
た）

（（
（

。

㈣
対
内
直
接
投
資
規
制
の
正
当
化
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外
資
法
の
時
代
に
、
対
内
直
接
投
資
規
制
が
正
当
化
さ
れ
た
理
由
と
し
て
は
、
国
際
収
支
上
の
配
慮
、
産
業
政
策
の
手
段
お
よ
び

既
存
の
産
業
秩
序
へ
の
配
慮
が
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
て
い
る）

（（
（

。
ま
ず
、
国
際
収
支
と
は
、
一
定
期
間
内
に
お
け
る
居
住
者
と
非
居
住

者
の
間
の
対
外
経
済
取
引
を
指
す
が
、
第
一
次
自
由
化
と
時
期
を
同
じ
く
す
る
一
九
六
〇
年
代
半
ば
に
な
る
と
、
日
本
の
国
際
収
支

は
黒
字
と
な
っ
て
お
り
、
こ
の
点
か
ら
の
規
制
の
必
要
性
は
失
わ
れ
て
い
た）

（（
（

。
次
に
、
産
業
政
策
と
既
存
の
産
業
秩
序
の
維
持
に
つ

い
て
も
、
こ
れ
は
経
済
上
の
配
慮
で
あ
り
、
保
護
主
義
に
根
ざ
す
と
も
い
え
る
価
値
で
あ
っ
て
、
資
本
取
引
の
自
由
化
と
は
、
必
ず

し
も
な
じ
ま
な
い
面
が
あ
っ
た
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。

　

そ
こ
で
、
対
内
直
接
投
資
規
制
は
、
や
は
り
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
コ
ー
ド
二
条
ま
た
は
三
条
に
則
っ
た
措
置
と
し
て
明
確
に
設
け
る
こ
と
が

必
要
で
あ
る
。
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
コ
ー
ド
の
附
属
書
の
リ
ス
ト
に
依
拠
す
る
こ
と
な
く
、
業
種
横
断
的
な
規
制
を
実
施
す
る
の
で
あ
れ
ば
、

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
コ
ー
ド
三
条
に
よ
り
、
公
の
秩
序
の
維
持
、
公
衆
の
衛
生
・
道
徳
・
安
全
の
保
護
、
安
全
保
障
の
た
め
に
不
可
欠
な
利
益

の
保
護
、
そ
し
て
国
際
平
和
及
び
安
全
に
関
す
る
義
務
の
履
行
の
目
的
に
よ
る
規
制
で
あ
る
こ
と
を
、
国
内
法
に
よ
っ
て
定
め
て
お

か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
第
五
次
に
わ
た
っ
た
日
本
の
資
本
自
由
化
に
よ
り
、
規
制
が
緩
和
さ
れ
て
い
て
も
、
外
資

法
の
認
可
制
に
つ
い
て
は
、
さ
ら
な
る
見
直
し
が
必
要
と
な
っ
て
い
た
。
な
お
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
コ
ー
ド
の
コ
ン
メ
ン
タ
ー
ル
は
、
三
条

は
例
外
的
な
状
況
（exceptional situations

）
に
つ
い
て
の
も
の
で
あ
り
、
安
全
保
障
を
根
拠
と
す
る
対
内
直
接
投
資
規
制
に
関
し

て
は
、
三
条
よ
り
も
二
条
を
根
拠
と
す
る
よ
う
奨
励
し
て
い
る
ほ
か
、
経
済
上
の
動
機
に
基
づ
く
規
制
は
排
除
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
と
解
説
し
て
い
る
た
め）

（（
（

、
規
制
の
制
度
設
計
に
あ
た
っ
て
は
こ
の
点
に
つ
い
て
も
配
慮
す
る
必
要
が
あ
っ
た
。

　

外
資
法
に
よ
る
対
内
直
接
投
資
規
制
は
、
戦
後
の
高
度
成
長
期
の
日
本
の
政
策
と
し
て
、
優
良
な
対
内
直
接
投
資
を
選
択
的
に
導

入
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
っ
た）

（（
（

。
こ
の
時
代
は
、
日
本
に
と
っ
て
、
対
内
直
接
投
資
の
受
入
れ
に
向
け
て
の
準
備
期
間
で
あ
っ
た

と
位
置
付
け
る
こ
と
が
で
き
る
で
あ
ろ
う
。
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三　

外
国
為
替
管
理
法
に
よ
る
対
内
直
接
投
資
規
制

㈠
一
九
八
〇
（
昭
和
五
五
）
年
外
国
為
替
管
理
法
の
規
制
枠
組
み

　

日
本
は
、
資
本
取
引
の
自
由
化
を
段
階
的
に
実
現
し
た
後
、
一
九
七
九
（
昭
和
五
四
）
年
に
外
資
法
を
廃
止
し
、
対
内
直
接
投
資

規
制
を
外
国
為
替
管
理
法
に
統
合
し
た
。
こ
の
改
正
は
、
外
国
為
替
管
理
法
の
制
定
以
来
と
な
る
大
き
な
動
き
で
あ
り
、
こ
れ
に

よ
っ
て
今
日
に
至
る
対
内
直
接
投
資
規
制
の
最
初
の
一
歩
を
踏
み
出
し
た
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
で
あ
ろ
う）

（（
（

。
一
九
八
〇
（
昭
和
五

五
）
年
一
二
月
二
六
日
の
閣
議
決
定
「
対
内
直
接
投
資
等
の
運
用
方
針
に
つ
い
て
」
で
は
、
対
内
直
接
投
資
の
取
扱
い
に
つ
い
て
、

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
コ
ー
ド
に
沿
っ
て
外
国
為
替
管
理
法
を
適
切
に
運
用
す
る
こ
と
を
改
め
て
確
認
し
て
い
る
。

　

外
国
為
替
管
理
法
の
制
定
当
初
の
目
的
は
、「
外
国
為
替
、
外
国
貿
易
及
び
そ
の
他
の
対
外
取
引
の
管
理
を
行
い
、
も
つ
て
国
民

経
済
の
復
興
と
発
展
と
に
寄
与
す
る
」
こ
と
に
あ
っ
た
。
つ
ま
り
、
外
国
為
替
管
理
法
は
、
特
別
法
で
あ
っ
た
外
資
法
と
共
に
、
外

国
貿
易
の
正
常
な
発
展
、
国
際
収
支
の
均
衡
、
そ
し
て
通
貨
の
安
定
と
外
貨
資
金
の
最
も
有
効
な
利
用
の
確
保
を
目
指
す
も
の
で

あ
っ
た
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。
し
か
し
、
一
九
八
〇
（
昭
和
五
五
）
年
の
改
正
に
お
い
て
は
、
こ
の
一
条
の
目
的
規
定
も
改
め
ら

れ
て
、「
外
国
為
替
、
外
国
貿
易
そ
の
他
の
対
外
取
引
が
自
由
に
行
わ
れ
る
こ
と
」
が
基
本
で
あ
り
、
そ
れ
に
対
す
る
規
制
は
「
必

要
最
小
限
の
管
理
又
は
調
整
」
と
す
る
こ
と
が
定
め
ら
れ
た
。
さ
ら
に
、
目
的
規
定
か
ら
は
戦
後
復
興
へ
の
言
及
が
削
除
さ
れ
、
対

外
取
引
の
正
常
な
発
展
、
国
際
収
支
の
均
衡
お
よ
び
通
貨
の
安
定
、
そ
し
て
日
本
経
済
の
健
全
な
発
展
へ
の
寄
与
の
み
が
掲
げ
ら
れ

た
。

　

こ
の
新
た
な
基
本
方
針
の
下
で
、
外
国
為
替
管
理
法
は
、
二
六
条
か
ら
三
〇
条
で
、
対
内
直
接
投
資
に
関
す
る
規
制
を
設
け
、
外

資
法
の
認
可
制
を
廃
止
し
た
。
そ
こ
で
、
こ
の
段
階
に
お
い
て
、
ほ
ぼ
完
全
に
資
本
の
自
由
化
が
達
成
さ
れ
た
と
の
評
価
が
な
さ
れ

て
い
る）

（（
（

。
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
に
加
盟
し
て
以
降
、
第
一
次
か
ら
第
五
次
に
至
る
ま
で
資
本
の
自
由
化
政
策
に
よ
っ
て
既
に
達
成
さ
れ
て
い
た
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状
況
と
、
法
制
度
と
が
、
よ
う
や
く
一
致
を
見
た
と
い
う
こ
と
も
で
き
る
で
あ
ろ
う
。

　

外
国
為
替
管
理
法
が
、
認
可
制
に
代
え
て
対
内
直
接
投
資
に
導
入
し
た
の
は
、
事
前
届
出
制
で
あ
っ
た
。
二
六
条
三
項
は
、
外
国

投
資
家
が
対
内
直
接
投
資
を
行
う
場
合
に
は
、
そ
の
事
業
目
的
、
金
額
、
実
行
の
時
期
そ
の
他
政
令
で
定
め
る
事
項
を
大
蔵
大
臣
お

よ
び
事
業
所
管
大
臣
に
届
け
出
る
こ
と
と
し
、
同
条
四
項
に
よ
り
、
届
出
後
三
〇
日
間
は
投
資
を
行
っ
て
は
な
ら
な
い
と
す
る
行
為

停
止
期
間
を
設
け
た
。
こ
の
よ
う
に
、
外
国
為
替
管
理
法
の
届
出
は
、
審
査
を
要
す
る
届
出
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
実
質
的
に
は
許
可

制
で
あ
っ
た
と
い
う
こ
と
も
で
き
る）

（（
（

。
し
た
が
っ
て
、
原
則
禁
止
か
原
則
自
由
化
と
い
う
分
類
に
、
敢
え
て
当
て
は
め
る
な
ら
ば
、

外
国
為
替
管
理
法
は
、
外
資
法
の
原
則
禁
止
の
枠
を
ま
だ
十
分
に
脱
し
て
い
な
い
状
況
に
あ
っ
た
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。

　

対
内
直
接
投
資
に
対
す
る
審
査
に
つ
い
て
は
、
二
七
条
が
定
め
て
い
る
。
届
出
を
受
け
る
と
、
最
大
四
か
月
ま
で
延
長
可
能
な
行

為
停
止
機
関
が
設
け
ら
れ
、
こ
の
間
に
大
蔵
大
臣
お
よ
び
事
業
所
管
大
臣
が
審
査
を
行
う
（
二
七
条
本
文
）。
そ
し
て
、
大
蔵
大
臣
お

よ
び
事
業
所
管
大
臣
は
、
一
定
の
場
合
に
つ
い
て
は
、
外
国
為
替
等
審
議
会）

（（
（

の
意
見
を
聴
い
た
上
で
、
対
内
直
接
投
資
に
か
か
る
内

容
の
変
更
又
は
中
止
を
勧
告
し
（
二
項
）、
そ
れ
を
外
国
投
資
家
が
応
諾
し
な
い
場
合
に
は
、
内
容
の
変
更
又
は
中
止
を
命
ず
る
こ

と
が
で
き
る
（
七
項
）。
一
定
の
場
合
と
は
、
届
出
に
か
か
る
対
内
直
接
投
資
が
、
二
七
条
一
項
一
号
の
定
め
る
「
国
の
安
全
を
損

な
い
、
公
の
秩
序
の
維
持
を
妨
げ
、
又
は
公
衆
の
安
全
の
保
護
に
支
障
を
来
す
」
場
合
、
同
二
号
の
定
め
る
「
対
内
直
接
投
資
に
係

る
事
業
と
同
種
の
我
が
国
に
お
け
る
事
業
（
関
連
す
る
事
業
を
含
む
。）
の
活
動
そ
の
他
我
が
国
経
済
の
円
滑
な
運
営
に
著
し
い
悪
影

響
を
及
ぼ
す
」
場
合
、
同
三
号
が
定
め
る
相
互
主
義
に
反
す
る
場
合
、
そ
し
て
同
四
号
が
定
め
る
大
蔵
大
臣
の
許
可
を
要
す
る
資
本

取
引
以
外
の
資
本
取
引
と
の
整
合
性
を
要
す
る
場
合
の
こ
と
で
あ
る
。
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
コ
ー
ド
と
の
関
係
で
は
、
二
七
条
一
項
一
号
お
よ

び
二
号
の
扱
い
が
重
要
で
あ
る
。

　

外
資
法
の
時
代
と
比
較
す
る
と
、
外
国
為
替
管
理
法
二
七
条
一
項
一
号
は
、
内
容
が
明
確
で
あ
り
、
か
つ
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
コ
ー
ド
三
条

に
合
致
し
た
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
二
号
と
の
関
係
で
は
、
一
九
七
五
（
昭
和
五
〇
）
年
の
閣
議
決
定
が
、
農
林
水
産
業
、
鉱
業
、
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石
油
業
お
よ
び
皮
革
・
皮
革
製
品
製
造
業
に
か
か
る
対
内
直
接
投
資
に
つ
い
て
は
慎
重
に
取
り
扱
う
こ
と
を
要
す
る
と
し
て
い
た
。

こ
れ
ら
の
産
業
は
、
例
外
四
業
種
と
呼
ば
れ
て
お
り）

（（
（

、
資
本
の
第
四
次
自
由
化
に
よ
っ
て
導
入
さ
れ
た
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
リ
ス
ト
の
最
終

形
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。
例
外
四
業
種
に
つ
い
て
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
コ
ー
ド
の
手
続
に
則
っ
て
、
日
本
政
府
は
自
由
化
に
対
す
る
留

保
の
通
告
を
行
っ
た
。
こ
れ
は
、
附
属
書
Ａ
の
リ
ス
ト
Ａ
が
Ⅰ
（
ⅱ
）
に
お
い
て
、
対
内
直
接
投
資
の
規
模
や
そ
の
他
の
要
素
に
鑑

み
、
当
該
投
資
が
加
盟
国
の
利
益
に
非
常
に
有
害
な
影
響
（exceptionally detrim

ental effect

）
を
及
ぼ
す
場
合
、
自
由
化
の
原
則

に
か
か
わ
ら
ず
例
外
を
認
め
て
い
る
こ
と
に
依
拠
し
た
措
置
で
あ
る
。

　

一
九
八
〇
（
昭
和
五
五
）
年
に
な
る
と
、
例
外
四
業
種
以
外
の
業
種
に
つ
い
て
は
、
対
内
直
接
投
資
に
つ
い
て
即
日
処
理
制
度
が

導
入
さ
れ
た
。
こ
れ
は
、
法
改
正
で
は
な
く
運
用
に
よ
る
も
の
で
あ
り
、
届
出
の
処
理
を
迅
速
に
行
う
こ
と
に
よ
っ
て
、
届
出
を

行
っ
た
そ
の
日
か
ら
の
投
資
が
可
能
と
な
っ
た）

（（
（

。
こ
の
よ
う
に
、
外
資
法
の
下
で
の
準
備
期
間
を
経
て
、
外
国
為
替
管
理
法
に
よ
る

対
内
直
接
投
資
規
制
は
、
日
本
の
資
本
取
引
の
自
由
化
の
状
況
を
、
明
確
に
示
す
も
の
と
な
っ
た
。

㈡
事
後
報
告
制
へ
の
移
行

　

一
九
八
〇
年
代
後
半
か
ら
一
九
九
〇
年
代
前
半
に
か
け
て
の
日
本
は
、
バ
ブ
ル
経
済
に
沸
い
て
い
た
。
こ
の
時
期
は
、
ア
メ
リ
カ

と
の
間
で
貿
易
収
支
の
不
均
衡
が
問
題
と
な
り
、
一
九
八
九
（
平
成
元
）
年
七
月
か
ら
翌
年
六
月
ま
で
の
間
に
、
五
回
に
わ
た
っ
て

日
米
構
造
問
題
協
議
が
開
催
さ
れ
た
。
一
九
九
〇
（
平
成
二
）
年
六
月
二
八
日
の
日
米
構
造
問
題
協
議
の
最
終
報
告
書）

（（
（

で
は
、
対
内

直
接
投
資
へ
の
直
接
的
な
言
及
は
な
い
も
の
の
、
よ
り
効
率
的
、
開
放
的
、
か
つ
競
争
力
の
あ
る
市
場
が
重
要
で
あ
る
と
の
こ
と
が

最
初
に
挙
げ
ら
れ
て
い
た
。
こ
れ
を
受
け
て
日
本
政
府
は
、「
直
接
投
資
政
策
の
開
放
性
に
関
す
る
声
明
」
を
出
し
、
対
日
直
接
投

資
を
歓
迎
す
る
立
場
を
明
確
に
す
る
と
同
時
に
、
対
内
直
接
投
資
規
制
を
見
直
す
こ
と
を
明
ら
か
に
し
た）

（（
（

。

　

そ
こ
で
、
外
国
為
替
管
理
法
は
、
一
九
九
一
（
平
成
三
）
年
に
改
正
の
運
び
と
な
り
、
対
内
直
接
投
資
規
制
は
、
国
の
安
全
等
に
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係
る
業
種
お
よ
び
例
外
四
業
種
を
除
き
、
原
則
と
し
て
事
前
届
出
制
か
ら
事
後
報
告
制
へ
と
移
行
し
、
同
時
に
手
続
の
迅
速
化
も
図

ら
れ
た
。
こ
れ
に
よ
っ
て
、
現
行
の
外
為
法
二
七
条
の
制
度
が
形
作
ら
れ
た
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。
事
前
届
出
の
ケ
ー
ス
に
お
い

て
、
審
査
の
結
果
、
問
題
が
あ
る
と
さ
れ
た
投
資
に
つ
い
て
は
、
従
来
と
同
じ
枠
組
み
の
下
で
ま
ず
は
勧
告
の
対
象
と
な
り
、
勧
告

に
従
わ
な
い
場
合
に
は
中
止
命
令
が
出
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　

改
正
の
契
機
が
、
日
米
構
造
問
題
協
議
で
あ
っ
た
こ
と
か
ら
す
る
と）

（（
（

、
一
九
九
〇
年
代
前
半
は
、
外
国
の
働
き
か
け
に
よ
り
、
市

場
開
放
の
た
め
の
対
内
直
接
投
資
規
制
が
構
築
さ
れ
た
時
代
で
あ
っ
た
と
結
論
付
け
ら
れ
る
で
あ
ろ
う
。
す
な
わ
ち
、
資
本
取
引
の

自
由
化
を
実
現
す
る
た
め
の
規
制
か
ら
、
市
場
開
放
を
前
提
と
す
る
規
制
へ
の
転
換
が
、
こ
の
時
期
に
実
現
し
た
こ
と
に
な
る
。
一

九
九
〇
年
代
半
ば
に
さ
し
か
か
る
と
、
バ
ブ
ル
時
代
の
終
焉
に
伴
い
、
外
資
の
獲
得
が
重
視
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
た
め
、
対
内
直

接
投
資
に
つ
い
て
は
誘
致
の
政
策
が
と
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た）

（（
（

。
一
九
九
四
（
平
成
六
）
年
に
、
対
日
投
資
会
議
が
設
置
さ
れ
た
の

は
、
そ
の
現
れ
で
あ
る
。
日
本
の
対
内
直
接
投
資
規
制
は
、
高
度
成
長
期
に
は
先
進
国
の
仲
間
入
り
を
果
た
す
た
め
の
手
段
と
し
て
、

そ
し
て
一
九
九
〇
年
代
に
は
経
済
大
国
と
し
て
発
展
を
遂
げ
た
立
場
か
ら
、
変
容
を
遂
げ
て
い
っ
た
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。

四　

外
為
法
に
よ
る
対
内
直
接
投
資
規
制

　

日
本
に
お
け
る
外
国
為
替
取
引
は
、
外
国
為
替
管
理
法
の
下
で
、
外
国
為
替
公
認
銀
行
を
相
手
に
行
う
こ
と
が
義
務
付
け
ら
れ
て

い
た
（
為
銀
主
義
）。
し
か
し
、
外
国
為
替
等
審
議
会
は
、
規
制
緩
和
の
流
れ
の
中
で
、
一
九
九
七
（
平
成
九
）
年
一
月
に
、
為
銀
制

度
の
廃
止
を
答
申
し
た）

（（
（

。
こ
れ
に
よ
り
、
外
国
為
替
業
務
は
完
全
に
自
由
化
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
、
外
国
為
替
管
理
法
の
法
律
名
か

ら
「
管
理
」
が
削
除
さ
れ
、
今
日
の
外
為
法
と
な
っ
た
。
対
内
直
接
投
資
規
制
に
つ
い
て
は
、
外
国
為
替
管
理
法
と
同
じ
シ
ス
テ
ム

が
維
持
さ
れ
、
外
為
法
の
下
に
、
政
令
、
省
令
、
そ
し
て
告
示
を
設
け
る
こ
と
に
よ
っ
て
展
開
さ
れ
て
い
る
。
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対
内
直
接
投
資
規
制
を
め
ぐ
っ
て
は
、
事
後
報
告
制
を
原
則
と
し
て
以
降
も
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
審
査
時
に
お
け
る
議
論
も
ふ
ま
え
つ

つ
、
な
お
も
自
由
化
と
規
制
緩
和
が
進
め
ら
れ
て
い
た）

（（
（

。
例
え
ば
、
一
九
九
八
（
平
成
一
〇
）
年
に
は
、
資
本
取
引
の
自
由
化
が
始

ま
っ
た
一
九
五
〇
年
代
以
来
、
四
〇
年
以
上
に
わ
た
っ
て
定
着
し
て
い
た
例
外
四
業
種
の
う
ち
、
鉱
業
が
事
後
報
告
業
種
へ
と
移
行

し
た）

（（
（

。

㈠
二
〇
〇
七
（
平
成
一
九
）
年
政
令
お
よ
び
告
示
の
改
正
と
対
内
直
接
投
資
規
制

　

対
内
直
接
投
資
規
制
が
次
に
改
め
ら
れ
た
の
は
、
事
後
報
告
制
に
移
行
し
て
か
ら
一
六
年
後
の
二
〇
〇
七
（
平
成
一
九
）
年
の
こ

と
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
改
正
が
行
わ
れ
た
の
は
、
外
為
法
の
規
定
で
は
な
く
「
対
内
直
接
投
資
等
に
関
す
る
政
令
」（
以
下
、「
政

令
」
と
い
う
）
と
「
対
内
直
接
投
資
等
に
関
す
る
命
令
第
三
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
財
務
大
臣
及
び
事
業
所
管
大
臣
が
定
め
る

業
種
を
定
め
る
件
」（
以
下
、「
告
示
」
と
い
う
）
で
あ
る
。
こ
れ
ま
で
の
対
内
直
接
投
資
規
制
の
見
直
し
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
へ
の
加
盟

後
に
し
て
も
、
日
米
構
造
問
題
協
議
後
に
し
て
も
、
資
本
取
引
の
自
由
化
が
常
に
背
景
に
あ
っ
た
。
し
か
し
、
こ
の
時
の
政
令
お
よ

び
告
示
の
見
直
し
に
は
、
自
由
化
以
外
の
理
由
も
あ
っ
た
。

　

経
済
産
業
省
は
、
こ
の
改
正
に
つ
い
て
、
行
政
手
続
法
に
基
づ
き
意
見
公
募
手
続
（
パ
ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
ト）

（（
（

）
を
実
施
し
た
。

意
見
の
募
集
に
あ
た
っ
て
は
、
日
本
を
取
り
巻
く
安
全
保
障
環
境
の
変
化
に
対
応
す
る
た
め
に
、
①
安
全
保
障
上
、
重
要
な
技
術
の

流
出
を
適
切
に
防
止
す
る
目
的
か
ら
の
事
前
届
出
業
種
（
安
全
保
障
関
連
業
種
）
の
見
直
し
、
②
投
資
活
動
の
変
化
を
ふ
ま
え
た
対

象
取
引
の
範
囲
の
見
直
し
、
そ
し
て
、
③
行
政
手
続
の
見
直
し
が
必
要
で
あ
る
こ
と
が
、
改
正
の
目
的
と
し
て
挙
げ
ら
れ
て
い
た
。

②
に
つ
い
て
は
、
国
際
的
な
Ｍ
＆
Ａ
の
活
発
化
な
ど
の
投
資
実
態
を
ふ
ま
え
つ
つ
、
親
会
社
等
に
対
す
る
投
資
や
複
数
の
投
資
家
に

よ
る
結
託
型
投
資
を
規
制
対
象
に
追
加
す
る
一
方
で
、
一
部
の
外
資
比
率
の
高
い
上
場
企
業
を
規
制
の
対
象
か
ら
除
外
し
た）

（（
（

。
こ
の

点
は
、
従
来
の
資
本
取
引
の
自
由
化
の
延
長
と
し
て
捉
え
る
こ
と
も
可
能
で
あ
ろ
う
。
③
は
、
規
制
の
実
体
面
の
問
題
で
は
な
く
、
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手
続
面
か
ら
規
制
の
透
明
性
と
説
明
責
任
を
充
実
さ
せ
る
た
め
の
見
直
し
で
あ
り
、
こ
れ
ま
で
に
も
外
国
投
資
家
の
便
宜
を
図
る
た

め
に
行
わ
れ
て
い
た
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
、
①
の
安
全
保
障
上
の
問
題
は
、
過
去
の
法
改
正
や
規
制
の
見
直
し
に
お
い
て
は
、

前
面
で
は
議
論
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
問
題
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。

　

安
全
保
障
関
連
業
種
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
コ
ー
ド
三
条
の
自
由
化
に
対
す
る
例
外
の
規
定
に
基
づ
く
も
の
で
あ
る
。
日
本
は
、
安
全
保

障
関
連
業
種
と
し
て
、
武
器
、
航
空
機
、
原
子
力
、
宇
宙
開
発
、
火
薬
類
お
よ
び
こ
れ
ら
の
業
種
に
か
か
る
電
子
部
品
、
電
気
機
械

器
具
、
情
報
通
信
機
械
器
具
等
製
造
業
に
つ
い
て
留
保
を
し
て
お
り
、
こ
れ
は
他
の
加
盟
諸
国
と
も
歩
調
の
合
っ
た
内
容
と
な
っ
て

い
る）

（（
（

。
こ
の
時
点
に
お
い
て
、
安
全
保
障
関
連
業
種
や
安
全
保
障
自
体
を
よ
り
重
視
す
る
よ
う
に
な
っ
た
背
景
と
し
て
は
、
二
〇
〇

一
（
平
成
一
三
）
年
に
ア
メ
リ
カ
で
起
き
た
大
規
模
テ
ロ
事
件
が
あ
る）

（（
（

。
こ
れ
以
降
、
ア
メ
リ
カ
だ
け
で
は
な
く
そ
の
他
の
Ｏ
Ｅ
Ｃ

Ｄ
加
盟
諸
国
に
お
い
て
も
、
テ
ロ
対
策
の
一
環
と
し
て
対
内
直
接
投
資
規
制
を
見
直
す
動
き
が
出
て
き
て
い
た）

（（
（

。

　

こ
う
し
た
国
際
状
況
を
ふ
ま
え
、
日
本
も
、
自
由
で
開
放
的
な
資
本
市
場
を
前
提
と
す
る
一
方
で
、
外
為
法
の
政
令
と
告
示
の
見

直
し
を
通
じ
た
対
内
直
接
投
資
規
制
の
強
化
を
実
施
し
た
。
こ
れ
は
、「
特
定
の
外
国
投
資
家
に
よ
る
対
内
直
接
投
資
を
契
機
と
し

て
、
大
量
破
壊
兵
器
に
関
連
す
る
重
要
技
術
の
流
出
や
、
我
が
国
の
防
衛
生
産
・
技
術
基
盤
の
棄
損
な
ど
、
我
が
国
の
安
全
保
障
に

重
大
な
影
響
を
及
ぼ
す
事
態）

（（
（

」
を
適
切
に
防
止
す
る
た
め
の
改
正
で
あ
る
。
こ
の
結
果
、
国
際
的
な
輸
出
管
理
規
制
を
参
考
に
、
軍

事
転
用
の
可
能
性
が
高
い
汎
用
品
に
つ
い
て
は
、
対
象
製
品
を
個
別
に
列
挙
す
る
方
法
に
よ
っ
て
、
新
た
に
事
前
届
出
の
対
象
と
す

る
こ
と
と
な
っ
た）

（（
（

。

　

外
為
法
二
七
条
は
、
事
前
届
出
対
象
業
種
に
つ
い
て
、
届
出
か
ら
三
〇
日
間
は
投
資
計
画
の
実
行
を
禁
じ
て
お
り
（
二
項
）、
こ

の
期
間
は
従
前
と
同
様
に
最
大
四
か
月
ま
で
延
長
が
可
能
と
な
っ
て
い
る
（
三
項
）。
財
務
大
臣
と
事
業
所
轄
大
臣
は
、
こ
の
間
に

対
内
直
接
投
資
に
つ
い
て
の
審
査
を
行
う
（
三
項
）。
対
内
直
接
投
資
に
つ
い
て
の
審
査
基
準
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
コ
ー
ド
を
ふ
ま
え
て

外
為
法
が
規
定
し
た
、「
国
の
安
全
を
損
な
い
、
公
の
秩
序
の
維
持
を
妨
げ
、
又
は
公
衆
の
安
全
の
保
護
に
支
障
を
来
す
」
事
態
を
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生
ず
る
お
そ
れ
（
三
項
一
号
イ
）
と
、「
我
が
国
経
済
の
円
滑
な
運
営
に
著
し

い
悪
影
響
」
を
及
ぼ
す
事
態
を
生
ず
る
お
そ
れ
（
三
項
一
号
ロ
）
で
あ
る
。

そ
の
結
果
、
対
内
直
接
投
資
に
問
題
が
あ
る
と
さ
れ
た
場
合
は
、
財
務
省
の

関
税
・
外
国
為
替
等
審
議
会
（
外
為
審）

（（
（

）
の
意
見
を
聴
い
た
上
で
、
大
臣
ら

は
外
国
投
資
家
に
投
資
の
内
容
の
変
更
・
中
止
を
勧
告
す
る
こ
と
が
で
き
る

（
五
項
）。
そ
し
て
、
外
国
投
資
家
が
こ
れ
を
応
諾
し
な
い
場
合
は
、
投
資
の

内
容
の
変
更
・
中
止
を
命
令
す
る
こ
と
に
な
る
（
一
〇
項）

（（
（

）。
な
お
、
外
為

審
が
四
か
月
の
期
間
内
に
意
見
を
述
べ
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
旨
を
申
し
出

た
場
合
に
は
、
対
内
直
接
投
資
を
行
っ
て
は
な
ら
な
い
期
間
は
五
か
月
ま
で

延
長
さ
れ
る
（
六
項
）。

㈡
二
〇
一
七
（
平
成
二
九
）
年
外
為
法
一
部
改
正
と
対
内
直
接
投
資
規
制

　

二
〇
〇
七
（
平
成
一
九
）
年
の
政
令
お
よ
び
告
示
の
改
正
以
降
も
、
外
国

投
資
家
の
事
務
負
担
の
軽
減
の
た
め
、
事
前
届
出
や
事
後
報
告
の
手
続
の
見

直
し
な
ど
が
行
わ
れ
た
が
、
対
内
直
接
投
資
に
関
す
る
大
き
な
規
制
の
見
直

し
は
な
い
ま
ま
に
推
移
し
て
い
た
。
し
か
し
、
一
〇
年
を
経
た
二
〇
一
七

（
平
成
二
九
）
年
五
月
に
、
外
為
法
が
一
部
改
正
さ
れ
て
、
再
び
対
内
直
接

投
資
規
制
が
強
化
さ
れ
た）

（（
（

。
経
済
産
業
省
は
、
こ
の
一
部
改
正
に
つ
き
、
日

本
を
と
り
ま
く
安
全
保
障
の
環
境
が
厳
し
さ
を
増
し
て
い
る
こ
と
に
鑑
み
、

外為法の審査（経済産業省の意見公募要領関連資料を筆者が一部修正）

対内直接投資等
①上場企業の株式10％
　以上取得
②非上場企業の株式取得
　等

外国投資家

事前の届出

事後報告

＜審査期間＞
原則30日間、問題がない
場合は14日間に短縮可。
外為審が更に必要とする
場合には５か月まで延長
可。

＜審査基準＞
①国の安全の確保　　②公の秩序の維持
③公衆の安全の保護　④日本経済の円滑な運営

審　査
取引開始 投資計画の

変更又は中止

外為審

変更・中止勧告 変更・中止命令

【問題なし】 【応諾する場合】

【問題あり】
【応諾しない場合】

財務大臣および事業所管大臣

事前届出対象業種に該当

事前届出対象業種に非該当
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日
本
の
持
つ
機
微
技
術
の
管
理
に
つ
い
て
、
さ
ら
な
る
厳
格
化
を
図
る
た
め
の
も
の
で
あ
る
と
説
明
し
て
い
る）

（（
（

。
こ
れ
は
、
二
〇
〇

七
（
平
成
一
九
）
年
の
政
令
お
よ
び
告
示
の
改
正
と
同
じ
く
、
安
全
保
障
の
観
点
に
よ
る
も
の
で
あ
り
、
安
全
保
障
が
対
内
直
接
投

資
規
制
に
お
い
て
、
重
要
な
保
護
法
益
と
し
て
定
着
し
た
も
の
と
見
る
こ
と
が
で
き
る
。

１　

特
定
取
得

　

一
部
改
正
に
よ
り
、
ま
ず
、
新
た
に
設
け
ら
れ
た
外
為
法
二
六
条
三
項
お
よ
び
二
八
条
一
項
に
よ
り
、
従
前
は
事
前
届
出
を
必
要

と
し
て
い
な
か
っ
た
外
国
投
資
家
が
他
の
外
国
投
資
家
か
ら
日
本
企
業
の
非
上
場
株
式
を
取
得
す
る
行
為
（
特
定
取
得
）
が
、
事
前

届
出
の
対
象
と
し
て
追
加
さ
れ
た
。
つ
ま
り
、
改
正
前
に
は
、
非
上
場
株
式
が
い
っ
た
ん
外
国
投
資
家
の
所
有
と
な
れ
ば
、
そ
の
後

さ
ら
に
外
国
投
資
家
に
譲
渡
さ
れ
よ
う
と
も
、
事
前
届
出
の
対
象
と
な
る
こ
と
は
な
く
、
し
た
が
っ
て
審
査
の
対
象
と
な
る
こ
と
も

な
か
っ
た
。
し
か
し
、
こ
の
一
部
改
正
に
よ
り
、
特
定
取
得
は
審
査
を
要
す
る
取
引
と
位
置
付
け
ら
れ
た
こ
と
に
な
る
。

　

財
務
省
は
、
事
前
届
出
に
か
か
る
取
引
に
つ
い
て
、
財
務
省
お
よ
び
事
業
所
管
省
庁
が
審
査
に
際
し
て
考
慮
す
る
要
素
に
つ
き
、

行
政
手
続
法
の
意
見
公
募
を
実
施
し
た）

（（
（

。
対
内
直
接
投
資
に
つ
い
て
の
審
査
基
準
は
、
二
七
条
三
項
一
号
イ
の
定
め
る
国
の
安
全
の

確
保
、
公
の
秩
序
の
維
持
、
そ
し
て
公
衆
の
安
全
の
保
護
と
、
さ
ら
に
同
号
ロ
の
定
め
る
日
本
経
済
の
円
滑
な
運
営
で
あ
る
。
意
見

公
募
を
経
て
決
定
さ
れ
た
こ
れ
ら
の
基
準
に
対
す
る
考
慮
要
素
は
、
①
安
全
保
障
関
連
産
業
の
生
産
基
盤
お
よ
び
技
術
基
盤
の
維
持
、

②
機
微
技
術
の
流
出
防
止
、
③
平
時
お
よ
び
有
事
に
お
け
る
公
共
的
活
動
等
の
維
持
、
④
公
衆
の
安
全
の
維
持
、
⑤
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
コ
ー

ド
二
条
に
基
づ
く
留
保
業
種
に
つ
い
て
は
日
本
経
済
の
円
滑
な
運
営
の
観
点
か
ら
の
考
慮
、
⑥
外
国
投
資
家
・
関
係
企
業
等
の
属
性
、

資
金
計
画
、
お
よ
び
過
去
の
投
資
行
動
・
実
績
等
、
⑦
そ
の
他
、
と
な
っ
た）

（（
（

。
そ
し
て
、
特
定
取
引
の
審
査
基
準
で
あ
る
二
八
条
三

項
の
「
国
の
安
全
を
損
な
う
お
そ
れ
が
大
き
い
」
に
つ
い
て
は
、
①
、
②
、
⑥
お
よ
び
⑦
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
、
国
の
安

全
に
関
わ
る
具
体
的
な
基
準
は
、
①
、
②
、
お
よ
び
⑥
で
あ
り
、
安
全
の
根
幹
は
、
機
微
技
術
の
管
理
に
あ
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
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２　

措
置
命
令

　

次
に
、
一
部
改
正
に
よ
り
新
た
に
設
け
ら
れ
た
二
九
条
一
項
は
、
事
前
届
出
の
対
象
と
な
る
対
内
直
接
投
資
で
あ
る
に
も
か
か
わ

ら
ず
無
届
で
取
引
を
行
っ
た
外
国
投
資
家
に
対
し
、
国
の
安
全
を
損
な
う
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
株
式
の
売
却
な
ど
の
必

要
な
措
置
命
令
を
行
う
権
限
に
つ
い
て
規
定
し
た
。
事
前
届
出
を
要
す
る
対
内
直
接
投
資
を
無
届
で
行
う
こ
と
は
、
外
為
法
に
違
反

す
る
行
為
で
あ
る
た
め
、
そ
の
私
法
上
の
効
力
が
問
わ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
労
働
基
準
法
の
場
合
は
、
一
三
条
に
お
い
て
、
同
法
に

違
反
す
る
契
約
の
効
果
は
無
効
と
規
定
し
て
い
る
が
、
行
政
法
規
に
違
反
す
る
私
法
上
の
行
為
の
効
果
に
つ
い
て
、
外
為
法
は
規
定

を
設
け
て
こ
な
か
っ
た
。

　

行
政
法
規
に
違
反
す
る
私
法
上
の
行
為
の
効
果
に
つ
い
て
、
当
該
行
政
法
規
が
必
ず
規
定
を
置
い
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
こ
と
か

ら
、
外
為
法
が
例
外
的
と
は
い
え
な
い
で
あ
ろ
う
。
そ
こ
で
判
例
を
見
る
と
、
最
高
裁
は
、
行
政
法
規
を
取
締
法
規
と
統
制
法
規
と

に
分
類
し
、
取
締
法
規
違
反
の
契
約
は
有
効）

（（
（

、
統
制
法
規
違
反
の
契
約
は
無
効）

（（
（

と
判
示
し
て
き
た
。
規
制
目
的
は
相
対
的
で
あ
り
、

外
為
法
を
ど
ち
ら
と
必
ず
判
別
で
き
る
わ
け
で
は
な
い
が
、
外
為
法
の
目
的
の
重
要
性
か
ら
は
、
外
為
法
違
反
の
契
約
の
効
力
は
無

効
と
理
解
す
べ
き
で
あ
る
。
一
部
改
正
に
よ
っ
て
、
措
置
命
令
の
権
限
が
設
け
ら
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
私
的
自
治
に
配
慮
し
つ
つ
も
、

投
資
の
中
止
を
含
む
適
切
な
措
置
を
命
じ
る
こ
と
が
可
能
と
な
っ
た
。
こ
れ
は
、
外
為
法
違
反
の
契
約
の
効
果
を
否
定
し
た
も
の
と

し
て
評
価
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

㈢
改
正
の
背
景

　

外
為
法
の
下
で
、
対
内
直
接
投
資
の
事
前
届
出
の
件
数
は
、
二
〇
一
一
年
度
に
は
二
五
〇
件
強
で
あ
っ
た
も
の
が
、
二
〇
一
五
年

度
に
は
約
五
〇
〇
件
と
な
っ
て
お
り
、
こ
の
う
ち
八
割
以
上
は
経
済
産
業
省
の
所
管
業
種
で
あ
っ
た）

（（
（

。
二
〇
一
三
（
平
成
二
五
）
年
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六
月
一
四
日
の
閣
議
決
定
「
日
本
再
興
戦
略
」
に
お
い
て
、
政
府
は
二
〇
二
〇
年
に
対
日
直
接
投
資
を
三
五
億
兆
円
と
す
る
と
い
う

目
標
を
掲
げ
、Invest Japan

の
ス
ロ
ー
ガ
ン
に
よ
り
、
積
極
的
な
誘
致
策
を
展
開
し
て
い
る
。
こ
の
こ
と
か
ら
、
事
前
届
出
の
件

数
は
、
今
後
も
増
え
て
い
く
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

　

世
界
の
対
外
直
接
投
資
の
傾
向
か
ら
は
、
中
国
が
活
発
に
投
資
を
展
開
し
て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ
て
い
る）

（（
（

。
中
国
は
、
二

〇
一
五
（
平
成
二
七
）
年
の
「
中
国
製
造
二
〇
二
五
（M

ade in China 202（

）」
計
画
に
よ
り
、
製
造
立
国
と
し
て
の
地
位
の
確
立

を
目
指
す
た
め
の
一
〇
年
計
画
を
明
ら
か
に
し
た
。
こ
の
達
成
に
は
、
先
進
諸
国
の
企
業
を
買
収
す
る
こ
と
を
通
じ
、
機
微
技
術
を

は
じ
め
と
す
る
先
端
技
術
を
獲
得
し
て
い
く
こ
と
が
不
可
欠
で
あ
る
。
そ
こ
で
、
中
国
の
対
外
直
接
投
資
の
増
加
傾
向
は
、
今
後
も

続
く
も
の
と
予
想
さ
れ
る
。
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
は
、
中
国
対
策
を
掲
げ
た
対
内
直
接
投
資
規
制
の
強
化
が
求
め
ら
れ
て
き
て
お
り）

（（
（

、

バ
ラ
ク
・
オ
バ
マ
大
統
領
の
民
主
党
政
権
の
時
代
か
ら
、
超
党
派
の
議
員
ら
に
よ
り
、
規
制
の
強
化
に
つ
い
て
の
議
論
が
始
ま
っ
て

い
た
。
こ
の
動
き
は
、
共
和
党
政
権
で
あ
る
ド
ナ
ル
ド
・
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
の
下
で
も
引
き
継
が
れ
て
お
り
、
共
和
党
の
序
列
で
第

二
位
に
あ
た
る
ジ
ョ
ン
・
コ
ー
ニ
ン
上
院
院
内
幹
事
は
、
か
ね
て
よ
り
、
中
国
を
念
頭
に
、
技
術
移
転
に
関
わ
る
対
内
直
接
投
資
を

全
て
事
前
の
審
査
対
象
と
す
る
法
案
の
必
要
性
を
述
べ
て
い
た）

（（
（

。
そ
し
て
、
二
〇
一
七
（
平
成
二
九
）
年
一
一
月
に
は
、
実
際
に
、

ア
メ
リ
カ
の
従
来
の
対
内
直
接
投
資
規
制
を
強
化
す
る
法
案）

（（
（

が
、
上
院
お
よ
び
下
院
で
提
出
さ
れ
る
に
至
り
、
そ
の
行
方
が
注
目
さ

れ
て
い
る
。

　

機
微
技
術
の
流
出
防
止
は
、
一
国
だ
け
で
は
解
決
が
難
し
い
問
題
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
ア
メ
リ
カ
と
し
て
は
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
国
と

連
携
を
し
な
が
ら
、
対
応
し
た
い
と
考
え
て
い
る
は
ず
で
あ
る
。
ア
メ
リ
カ
の
対
内
直
接
投
資
規
制
は
、
外
国
投
資
家
間
の
取
引
で

あ
っ
た
と
し
て
も
、
そ
れ
が
ア
メ
リ
カ
の
安
全
保
障
に
影
響
を
及
ぼ
す
場
合
に
は
事
前
に
審
査
の
対
象
と
な
る）

（（
（

。
二
〇
一
六
（
平
成

二
八
）
年
の
Ａ
Ｉ
Ｘ
Ｔ
Ｒ
Ｏ
Ｎ
事
件
は
、
中
国
に
よ
る
ド
イ
ツ
企
業
Ａ
Ｉ
Ｘ
Ｔ
Ｒ
Ｏ
Ｎ
の
買
収
計
画
で
あ
っ
た
が
、
同
社
が
ア
メ
リ

カ
に
子
会
社
を
設
け
て
い
た
た
め
に
こ
の
対
内
直
接
投
資
の
計
画
は
、
ア
メ
リ
カ
で
も
審
査
の
対
象
と
な
っ
た
。
Ａ
Ｉ
Ｘ
Ｔ
Ｒ
Ｏ
Ｎ
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は
、
半
導
体
メ
ー
カ
ー
で
あ
り
、
軍
事
用
に
も
転
用

な
可
能
な
機
微
技
術
を
持
っ
て
い
る
。
ド
イ
ツ
の
規

制
当
局
は
、
こ
の
買
収
計
画
を
い
っ
た
ん
承
認
し
た

に
も
か
か
わ
ら
ず
、
ア
メ
リ
カ
に
よ
る
審
査
期
間
中

に
、
承
認
を
取
り
消
し
た
。
こ
の
背
景
に
は
、
ア
メ

リ
カ
か
ら
ド
イ
ツ
へ
の
働
き
か
け
が
あ
っ
た
と
考
え

る
こ
と
が
で
き
る
で
あ
ろ
う）

（（
（

。
日
本
が
、
技
術
流
出

に
注
目
し
た
外
為
法
の
一
部
改
正
を
行
っ
た
こ
と
は
、

こ
れ
と
同
じ
方
向
を
目
指
す
も
の
で
あ
る
と
考
え
ら

れ
る
。

　
　
　

五　

終
わ
り
に

　

日
本
に
お
い
て
は
、
外
資
法
の
時
代
か
ら
一
貫
し

て
、
対
内
直
接
投
資
は
自
由
で
あ
る
と
い
う
原
則
の

下
に
規
制
が
設
け
ら
れ
て
き
た
。
戦
後
の
復
興
期
に

は
、
国
内
産
業
を
守
り
つ
つ
、
同
時
に
外
資
の
誘
致

を
目
指
し
て
の
規
制
が
設
け
ら
れ
、
次
に
は
バ
ブ
ル

の
時
代
に
貿
易
収
支
の
不
均
衡
を
解
消
し
て
競
争
を

19（0（昭和2（）年 外資法制定
対内直接投資規制に認可制を導入

19（（（昭和（9）年 日本、ＯＥＣＤに加盟

19（7（昭和（2）年 外資審議会答申「対内直接投資の自由化について」
第一次自由化

1971（昭和（（）年 第四次自由化、ネガティブリスト方式の導入

197（（昭和（8）年 第五次自由化、段階的自由化の完了

1979（昭和（（）年 外資法廃止

1980（昭和（（）年 外国為替管理法改正
対内直接投資に事前届出制度を導入

1990（平成２）年 日米構造問題協議最終報告書

1991（平成３）年 外国為替管理法改正
対内直接投資は事後報告制度に移行

1997（平成９）年 為銀制度の廃止、外為法成立

2007（平成19）年 対内直接投資の政令・告示を改正

2017（平成29）年 外為法一部改正
特定取得（2（条３項、28条）・措置命令（29条）に関する規定を整備
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導
入
す
る
た
め
の
工
夫
が
加
え
ら
れ
た
。
そ
し
て
、
今
日
で
は
、
テ
ロ
や
各
国
の
投
資
行
動
を
ふ
ま
え
、
安
全
保
障
の
確
保
が
目
指

さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
て
い
る
。
安
全
保
障
（N

ational Security

）
の
概
念
は
、
ア
メ
リ
カ
の
対
内
直
接
投
資
規
制
法
に
お
い

て
は
、
国
土
安
全
保
障
（H

om
eland Security

）
も
含
む
も
の
と
な
り
、
そ
の
外
延
は
次
第
に
拡
が
り
を
見
せ
る
よ
う
に
な
っ
て
き

た
）
（（
（

。
安
全
保
障
を
根
拠
と
す
る
対
内
直
接
投
資
規
制
は
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
に
よ
っ
て
、
資
本
の
自
由
取
引
に
対
す
る
例
外
と
し
て
認
め
ら

れ
て
い
る
も
の
で
は
あ
る
が
、
保
護
主
義
と
の
区
別
が
難
し
い
問
題
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。

　

機
微
技
術
の
流
出
防
止
は
、
安
全
保
障
の
観
点
か
ら
は
重
大
な
問
題
で
あ
り
、
各
国
の
動
向
を
見
な
が
ら
、
日
本
が
外
為
法
を
再

び
見
直
す
こ
と
も
十
分
に
考
え
ら
れ
る
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
、
資
本
取
引
の
自
由
の
重
要
性
か
ら
は
、
安
全
保
障
と
保
護
主
義
と
を

混
同
す
る
こ
と
な
く
、
日
本
を
含
む
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
国
が
、
適
切
か
つ
効
率
的
な
対
内
直
接
投
資
を
展
開
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

今
後
も
世
界
の
動
き
に
注
目
し
な
が
ら
、
常
に
国
際
協
調
の
中
で
変
化
を
遂
げ
て
き
た
日
本
の
対
内
直
接
投
資
規
制
に
つ
い
て
、
考

え
て
い
く
こ
と
と
し
た
い
。

（
1
）　

日
本
経
済
へ
の
プ
ラ
ス
効
果
に
つ
い
て
、
深
尾
京
司
・
天
野
倫
文
『
対
日
直
接
投
資
と
日
本
経
済
』
二
六
一
頁
（
日
本
経
済
新
聞
社
、

二
〇
〇
四
（
平
成
一
六
）
年
）。

（
2
）　

冨
沢
宏
「
資
本
自
由
化
と
法
的
諸
問
題
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
四
九
六
号
一
八
五
頁
以
下
、
一
八
七
頁
（
一
九
七
二
（
昭
和
四
七
）
年
）。

（
（
）　

一
条
は
、
諸
外
国
と
の
健
全
な
経
済
の
回
復
を
目
的
と
し
て
挙
げ
て
い
る
。

（
（
）　

一
九
五
〇
（
昭
和
二
五
）
年
四
月
二
七
日
・
第
七
回
国
会
参
議
院
経
済
安
定
委
員
会
議
録
第
三
号
、
青
木
孝
義
国
務
大
臣
発
言
部
分
。

外
資
法
制
定
当
時
の
委
員
長
は
、
経
済
安
定
本
部
の
青
木
孝
義
総
務
長
官
で
あ
る
。

（
（
）　

塩
野
宏
『
行
政
法
Ⅰ
』
一
三
四
頁
（
有
斐
閣
、
第
六
版
、
二
〇
一
五
（
平
成
二
七
）
年
）。

（
（
）　

岡
部
政
昭
「
外
資
企
業
の
対
日
進
出
と
そ
の
経
営
実
態
（
1
）」
成
城
大
学
経
済
研
究
一
〇
四
巻
一
四
二
頁
以
下
、
一
四
〇
︲
一
三

九
頁
（
一
九
八
九
（
平
成
元
）
年
）。
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（
7
）　

参
議
院
経
済
安
定
委
員
会
・
前
掲
注
（
（
）
青
木
孝
義
国
務
大
臣
発
言
部
分
。

（
8
）　

日
本
は
、
一
九
六
三
（
昭
和
三
八
）
年
に
Ｇ
Ａ
Ｔ
Ｔ
一
一
条
国
と
な
り
、
一
九
六
四
（
昭
和
三
九
）
年
に
は
Ｉ
Ｍ
Ｆ
八
条
国
へ
と
移

行
し
た
。
日
本
が
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
に
加
盟
す
る
ま
で
の
経
緯
に
つ
い
て
、
村
田
良
平
『
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
（
経
済
協
力
開
発
機
構
）
世
界
最
大
の
シ
ン

ク
タ
ン
ク
』
一
八
頁
（
中
公
新
書
、
二
〇
〇
〇
（
平
成
一
二
）
年
）

（
9
）　

村
田
・
前
掲
注
（
8
）
五
︲
六
頁
。

（
10
）　

村
田
・
前
掲
注
（
8
）
九
︲
一
一
頁
。

（
11
）　

奥
原
時
蔵
ほ
か
「〈
座
談
会
〉
資
本
取
引
の
自
由
化
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
三
七
五
号
二
〇
頁
以
下
、
二
一
頁
〔
大
蔵
省
国
際
金
融
局
・
吉

田
富
士
雄
外
資
課
長
発
言
〕（
一
九
六
七
（
昭
和
四
二
）
年
）。

（
12
）　

神
沢
正
典
「
国
際
機
関
と
資
本
移
動
自
由
化
（
上
）」
阪
南
論
集
社
会
科
学
編
三
五
巻
四
号
一
頁
以
下
、
七
頁
（
二
〇
〇
〇
（
平
成

一
二
）
年
）。

（
1（
）　

デ
メ
リ
ッ
ト
と
し
て
は
、
外
資
の
支
配
に
つ
な
が
る
こ
と
、
自
主
技
術
開
発
が
阻
害
さ
れ
る
こ
と
、
産
業
秩
序
に
混
乱
を
生
ず
る
お

そ
れ
が
あ
る
こ
と
、
長
期
的
な
構
造
改
革
や
短
期
的
な
景
気
調
整
策
の
円
滑
な
遂
行
が
阻
害
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る
。
答
申
の
全
文
は
、

ジ
ュ
リ
ス
ト
三
七
五
号
三
七
頁
︲
四
五
頁
（
一
九
六
七
（
昭
和
四
二
）
年
）
に
掲
載
が
あ
る
。

（
1（
）　

外
務
省
「
わ
が
外
交
の
近
況
昭
和
四
三
年
版
（
第
一
三
号
）」
一
一
三
︲
一
一
四
頁
（
一
九
六
九
（
昭
和
四
四
）
年
）。

（
1（
）　

中
村
吉
明
・
深
尾
京
司
・
渋
谷
稔
「
対
日
直
接
投
資
は
な
ぜ
少
な
い
か
─
系
列
、
規
制
が
原
因
か
─
」
通
商
産
業
研
究
所
研
究
シ

リ
ー
ズ
№
（1
三
八
頁
（
一
九
九
七
（
平
成
九
）
年
）。

（
1（
）　

中
村
ほ
か
・
前
掲
注
（
1（
）。

（
17
）　
「
時
の
経
済　

資
本
自
由
化
の
問
題
点
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
四
六
二
号
九
四
頁
以
下
、
九
五
頁
（
一
九
七
〇
（
昭
和
四
五
）
年
）。

（
18
）　

外
務
省
「
わ
が
外
交
の
近
況
昭
和
四
七
年
版
（
第
一
六
号
）」
二
五
九
頁
（
一
九
七
二
（
昭
和
四
七
）
年
）。

（
19
）　

岡
部
・
前
掲
注
（
（
）
一
三
〇
頁
。

（
20
）　

外
務
省
・
前
掲
注
（
18
）
二
五
九
頁
。

（
21
）　

岡
部
・
前
掲
注
（
（
）
一
二
九
頁
。

（
22
）　

冨
沢
・
前
掲
注
（
2
）
一
八
五
頁
。
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（
2（
）　

冨
沢
・
前
掲
注
（
2
）
一
八
五
頁
。

（
2（
）　O

ECD
, O

ECD
 C
O
D
ES  O

F L
IBERA

LISA
T
IO
N  O

F C
A
PIT
A
L M

O
V
EM
EN
T
S  A

N
D C

U
RREN

T I N
V
ISIBLE O

PERA
T
IO
N
S: U

SERʼ S G
U
ID
E 

2008 （（ (2008).

（
2（
）　
「
選
別
的
な
外
資
規
制
」
の
時
代
と
呼
ば
れ
て
い
る
。
増
田
耕
太
郎
「
対
日
直
接
投
資
～
低
い
水
準
に
あ
る
背
景
と
改
善
す
る
た
め

の
課
題
（
回
顧
と
展
望
）」
国
際
貿
易
と
投
資
一
〇
〇
号
三
二
頁
以
下
、
三
四
頁
（
二
〇
一
五
（
平
成
二
七
）
年
）。

（
2（
）　

外
国
為
替
管
理
法
の
改
正
に
つ
い
て
、
関
要
「
新
し
い
外
国
為
替
管
理
法
の
成
立
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
七
一
三
号
九
八
頁
以
下
、
一
〇
四

︲
一
〇
六
頁
（
一
九
八
〇
（
昭
和
六
〇
）
年
）、
参
照
。

（
27
）　

深
尾
ほ
か
・
前
掲
注
（
1
）
六
六
頁
。

（
28
）　

届
出
に
は
、
一
定
の
要
件
審
査
を
要
す
る
も
の
も
あ
る
が
、
一
般
に
は
、
単
に
あ
る
事
実
を
行
政
庁
に
通
知
す
る
私
人
の
側
の
一
方

的
行
為
で
あ
る
。
行
政
手
続
法
三
七
条
は
、
形
式
上
の
要
件
を
満
た
し
て
い
る
届
出
は
、
到
達
し
た
と
き
に
私
人
に
法
律
上
課
さ
れ
た
義

務
が
履
行
さ
れ
た
こ
と
に
な
る
と
定
め
て
い
る
。
届
出
に
つ
い
て
は
、
塩
野
・
前
掲
注
（
（
）
三
三
九
︲
三
四
〇
頁
。

（
29
）　

外
国
為
替
等
審
議
会
は
、
外
資
法
の
外
資
審
議
会
の
機
能
を
引
き
継
い
で
い
る
。
福
井
博
夫
『
詳
解
外
国
為
替
管
理
法
』
三
八
一
頁

（
社
団
法
人
金
融
財
政
事
情
研
究
会
、
一
九
八
一
（
昭
和
五
六
）
年
）。

（
（0
）　

福
井
・
前
掲
注
（
29
）
三
七
九
頁
。

（
（1
）　

外
国
為
替
貿
易
研
究
グ
ル
ー
プ
編
『
─
逐
条
解
説
─
改
正
外
為
法
』
四
七
七
頁
（
財
団
法
人
通
商
産
業
調
査
会
出
版
部
、
一
九
九
八

（
平
成
一
〇
）
年
）。

（
（2
）　

細
谷
千
博
・
有
賀
貞
・
石
井
修
・
佐
々
木
卓
也
編
『
日
米
関
係
資
料
集
』
一
一
八
七
頁
（
東
京
大
学
出
版
会
、
一
九
九
九
（
平
成
一

一
）
年
）。

（
（（
）　

内
閣
府
民
間
委
託
調
査
・
株
式
会
社
第
一
勧
銀
総
合
研
究
所
「
対
日
直
接
投
資
が
地
域
経
済
に
与
え
る
イ
ン
パ
ク
ト
に
関
す
る
調

査
」
一
七
頁
。http://w

w
w

.invest-japan.go.jp/docum
ents/archive/files/h10_1.pdf

（
（（
）　
「
対
外
摩
擦
回
避
の
た
め
の
外
資
誘
致
」
と
呼
ば
れ
て
い
る
。
増
田
・
前
掲
注
（
2（
）
三
六
︲
三
七
頁
。

（
（（
）　

萩
原
愛
一
「
対
日
直
接
投
資
促
進
を
め
ぐ
る
動
向
」
調
査
と
情
報
四
三
〇
号
一
頁
以
下
、
二
頁
（
二
〇
〇
三
（
平
成
一
五
）
年
）。

（
（（
）　

外
国
為
替
等
審
議
会
の
答
申
に
つ
い
て
詳
し
く
は
、「M

onthly Eye 

外
為
審
、
外
為
業
務
の
自
由
化
と
為
銀
制
度
の
廃
止
等
を
答
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申
」
銀
行
法
務
21
五
三
一
号
八
四
頁
以
下
（
一
九
九
七
（
平
成
九
）
年
）、
参
照
。

（
（7
）　

御
園
生
功
「
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
管
理
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
に
つ
い
て
」
ジ
ュ
リ
ス
ト
一
一
一
九
号
六
一
頁
以
下
、
六

二
頁
（
一
九
九
七
（
平
成
九
）
年
）。

（
（8
）　

外
国
為
替
貿
易
研
究
グ
ル
ー
プ
編
・
前
掲
注
（
（1
）
四
七
八
頁
。

（
（9
）　

経
済
産
業
省
貿
易
経
済
協
力
局
通
商
金
融
・
経
済
協
力
課
「
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
に
基
づ
く
対
内
直
接
投
資
規
制
に
関
す
る

政
省
令
告
示
改
正
案
に
対
す
る
意
見
の
募
集
に
つ
い
て
」（
二
〇
〇
七
（
平
成
一
九
）
年
六
月
二
九
日
）http://search.e-gov.go.jp/

servlet/Public?CLA
SSN

A
M

E=Pcm
1010&

BID
=（9（1070（0&

O
BJCD

=&
GRO

U
P=

、
意
見
公
募
の
結
果
に
つ
い
て
は
、

http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLA
SSN

A
M

E=PCM
M

ST
D

ET
A

IL&
id=（9（1070（0&

M
ode=2

二
〇
〇
七
（
平

成
一
九
）
年
九
月
四
日
）、
参
照
。

（
（0
）　

経
済
産
業
省
・
前
掲
注
（
（9
）
意
見
公
募
要
領
（
別
紙
一
）「
外
為
法
に
基
づ
く
対
内
直
接
投
資
規
制
の
見
直
し
に
つ
い
て
」。

（
（1
）　

中
谷
和
弘
「
国
際
安
全
保
障
に
基
づ
く
外
資
規
制
及
び
貿
易
規
制
」
法
学
教
室
三
三
二
号
一
四
九
頁
以
下
、
一
五
〇
頁
（
二
〇
〇
八

（
平
成
二
〇
）
年
）、
同
「
外
資
規
制
と
国
際
法
─
国
家
安
全
保
障
、
公
の
秩
序
の
維
持
に
基
づ
く
外
資
規
制
の
位
相
」
日
本
国
際
経
済
法

学
会
編
・
村
瀬
信
也
編
集
代
表
『
国
際
経
済
法
講
座
Ⅰ
─
通
商
・
投
資
・
競
争
』
三
三
二
頁
以
下
（
二
〇
一
二
（
平
成
二
四
）
年
）。

（
（2
）　

テ
ロ
事
件
後
の
ア
メ
リ
カ
の
テ
ロ
対
策
法
制
に
つ
い
て
詳
し
く
は
、
大
沢
秀
介
「
ア
メ
リ
カ
合
衆
国
に
お
け
る
テ
ロ
対
策
法
制
─
憲

法
を
中
心
と
し
て
─
」
大
沢
秀
介
・
小
山
剛
編
『
市
民
生
活
の
自
由
と
安
全
』
一
頁
以
下
（
成
文
堂
、
二
〇
〇
六
（
平
成
一
八
）
年
）、

参
照
。

（
（（
）　

ア
メ
リ
カ
も
、
二
〇
〇
七
（
平
成
一
九
）
年
に
対
内
直
接
投
資
規
制
法
の
大
幅
な
改
正
を
行
い
、
規
制
の
強
化
を
図
っ
た
。

（
（（
）　

経
済
産
業
省
・
前
掲
注
（
（9
）。

（
（（
）　

政
令
お
よ
び
告
示
の
改
正
に
つ
い
て
の
分
析
と
し
て
、
本
郷
隆
「
外
資
規
制
法
の
構
造
分
析
─
安
全
保
障
を
理
由
と
す
る
投
資
規
制

の
比
較
法
分
析
と
事
例
研
究
─
」
東
京
大
学
法
科
大
学
院
ロ
ー
レ
ビ
ュ
ー
六
号
一
二
七
頁
以
下
、
一
三
五
︲
一
三
六
頁
（
二
〇
一
一
（
平

成
二
三
）
年
）。

（
（（
）　

前
身
は
、
外
国
為
替
等
審
議
会
で
あ
る
。
外
為
審
は
、
二
〇
〇
一
（
平
成
一
三
）
年
の
中
央
省
庁
再
編
の
際
に
、
政
令
に
よ
っ
て
設

け
ら
れ
た
。
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（
（7
）　

二
〇
〇
八
（
平
成
二
〇
）
年
五
月
、
外
資
法
の
時
代
を
含
め
て
初
の
中
止
命
令
が
、
イ
ギ
リ
ス
の
投
資
フ
ァ
ン
ド
に
よ
る
Ｊ
パ
ワ
ー

の
株
式
の
買
増
計
画
に
対
し
て
出
さ
れ
た
。
Ｊ
パ
ワ
ー
は
、
送
電
線
網
な
ど
の
基
幹
設
備
を
保
有
す
る
卸
電
気
事
業
者
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

こ
の
件
に
つ
い
て
は
「
公
の
秩
序
の
維
持
」
に
関
す
る
事
案
と
し
て
審
査
が
な
さ
れ
た
。
財
務
大
臣
と
事
業
を
所
管
す
る
経
済
産
業
大
臣

は
、
投
資
フ
ァ
ン
ド
の
目
的
は
株
主
へ
の
収
益
還
元
に
あ
り
、
こ
れ
が
実
現
す
れ
ば
Ｊ
パ
ワ
ー
に
よ
る
原
子
力
発
電
所
の
設
備
投
資
計
画

が
困
難
に
な
る
と
判
断
し
て
、
外
為
審
の
意
見
を
得
た
後
に
、
本
件
投
資
計
画
に
中
止
命
令
を
出
し
、
投
資
フ
ァ
ン
ド
も
最
終
的
に
は
こ

れ
に
従
っ
た
。Rikako W

atai, Foreign D
irect Investm

ent and N
ational Security: R

egulatory Challenged for U
S and 

Japan, A
SIA P

A
CIFIC B

U
LLET

IN N
o.（（9 （East-W

est Center, W
ashington, D

.C.

）, Jan. （0, 2017.

（
（8
）　

改
正
の
概
要
と
経
緯
に
つ
い
て
、
Ｃ
Ｉ
Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｃ
事
務
局
「
特
集
／
外
為
法
改
正
と
機
微
技
術
流
出
防
止
」
Ｃ
Ｉ
Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｃ
ジ
ャ
ー

ナ
ル
一
六
九
号
二
︲
一
四
頁
（
二
〇
一
七
（
平
成
二
九
）
年
）。

（
（9
）　

一
部
改
正
で
は
、
対
内
直
接
投
資
規
制
の
強
化
に
加
え
、
輸
出
入
・
技
術
取
引
規
制
に
お
け
る
罰
則
と
輸
出
入
規
制
に
お
け
る
行
政

制
裁
等
の
強
化
も
行
っ
て
い
る
。

（
（0
）　

財
務
省
国
際
局
調
査
課
外
国
為
替
室
直
接
投
資
係
「
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
に
基
づ
く
対
内
直
接
投
資
等
及
び
特
定
取
得
の
事

前
届
出
に
つ
い
て
、
財
務
省
及
び
事
業
所
管
省
庁
が
審
査
に
際
し
て
考
慮
す
る
要
素
（
案
）
に
つ
い
て
」（
二
〇
一
七
（
平
成
二
九
）
年

六
月
一
六
日
）http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLA

SSN
A

M
E=PCM

M
ST

D
ET

A
IL&

id=（9（12270（&
M

ode=1

、

意
見
公
募
の
結
果
に
つ
い
て
は
、http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLA

SSN
A

M
E=PCM

M
ST

D
ET

A
IL&

id=（9（12
270（&

M
ode=（

（
二
〇
一
七
（
平
成
二
九
）
年
八
月
二
日
）、
参
照
。

（
（1
）　

警
察
庁
、
金
融
庁
、
総
務
省
、
財
務
省
、
文
部
科
学
省
、
厚
生
労
働
省
、
農
林
水
産
省
、
経
済
産
業
省
、
国
土
交
通
省
、
環
境
省

「
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
に
基
づ
く
対
内
直
接
投
資
等
及
び
特
定
取
得
の
事
前
届
出
に
つ
い
て
財
務
省
及
び
事
業
所
管
省
庁
が
審
査

に
際
し
て
考
慮
す
る
要
素
」（
二
〇
一
七
（
平
成
二
九
）
年
八
月
二
日
報
道
発
表
）。

（
（2
）　

最
二
小
判
昭
和
三
五
年
三
月
一
八
日
民
集
一
四
巻
四
号
四
八
三
頁
。
私
的
自
治
の
尊
重
よ
り
、
取
締
法
規
違
反
の
私
法
上
の
行
為
は
、

罰
則
に
よ
る
対
応
に
と
ど
め
る
と
す
る
考
え
方
で
あ
る
。

（
（（
）　

最
二
小
判
昭
和
三
〇
年
九
月
三
〇
日
民
集
九
巻
一
〇
号
一
四
九
八
頁
。
統
制
法
規
は
、
特
定
の
行
政
目
的
の
達
成
を
図
る
も
の
で
あ

り
、
私
法
上
の
強
行
規
定
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ
に
違
反
す
る
私
法
上
の
行
為
は
無
効
と
す
る
考
え
方
で
あ
る
。
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（
（（
）　

経
済
産
業
省
貿
易
経
済
協
力
局
貿
易
管
理
部
安
全
保
障
貿
易
管
理
政
策
課
「
安
全
保
障
貿
易
管
理
の
現
状
と
課
題
～
対
内
直
接
投
資

の
動
向
～
」
二
五
頁
（
二
〇
一
六
年
一
二
月
二
〇
日
産
業
構
造
審
議
会
通
商
・
貿
易
分
科
会
安
全
保
障
貿
易
管
理
小
委
委
員
会
配
付
資
料

三
）。

（
（（
）　

渡
井
理
佳
子
「
ア
メ
リ
カ
の
対
内
直
接
投
資
規
制
と
中
国
の
イ
ン
パ
ク
ト
」
世
界
経
済
評
論
六
一
巻
七
号
頁
以
下
（
二
〇
一
七
（
平

成
二
九
）
年
）、
参
照
。

（
（（
）　U

.S.-C
H
IN
A E

CO
N
O
M
IC  A

N
D S

ECU
RIT
Y R

EV
IEW C

O
M
Mʼ N, 201（ R

EPO
RT  T

O C
O
N
GRESS  O

F  T
H
E E

X
ECU

T
IV
E S

U
M
M
A
RY  A

N
D 

R
ECO

M
M
EN
D
A
T
IO
N
S 2（ (N

ov. 201（).

（
（7
）　John Cornyn, U

.S. Senator from
 T

exas, Foreign Investm
ents and N

ational Security: A
 Conversation w

ith 
Senator John Cornyn, Rem

arks at the Event of the Council on Foreign Relations (June 22, 2017)(transcript 
available at https://w

w
w

.cfr.org/event/foreign-investm
ents-and-national-security-conversation-senator-john-

cornyn).

（
（8
）　S. 2098 - 11（th Congress: Foreign Investm

ent Risk Review
 M

odernization A
ct of 2017, H

. R. （（11 - 11（th 
Congress: Foreign Investm

ent Risk Review
 M

odernization A
ct of 2017.

（
（9
）　Regulations Pertaining to M

ergers, A
cquisitions, and T

akeovers by Foreign Persons; Final Rule, （1 Code of 
Federal Regulations, Part 800, 800.20（, 7（ Fed. Reg. 70702, 70718 (N

ov. 21, 2008). 

（
（0
）　

こ
の
事
件
の
詳
細
に
つ
い
て
、
渡
井
理
佳
子
「
対
内
直
接
投
資
規
制
と
半
導
体
産
業
─
ア
メ
リ
カ
の
法
制
と
実
務
を
め
ぐ
る
諸
問

題
」
大
沢
秀
介
・
新
井
誠
・
横
大
道
聡
編
『
変
容
す
る
テ
ロ
リ
ズ
ム
と
法
─
各
国
に
お
け
る
〈
自
由
と
安
全
〉
法
制
の
動
向
』
七
八
頁
以

下
（
弘
文
堂
、
二
〇
一
七
（
平
成
二
九
）
年
）。

（
（1
）　

ア
メ
リ
カ
の
対
内
直
接
投
資
規
制
全
般
に
つ
い
て
、
渡
井
理
佳
子
「
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
対
内
直
接
投
資
規
制
の
現
状
」
慶
應
法
学

一
九
号
一
一
七
頁
以
下
（
二
〇
一
一
（
平
成
二
三
）
年
）、
同
「
ア
メ
リ
カ
に
お
け
る
食
料
安
全
保
障
と
対
内
直
接
投
資
規
制
」
慶
應
法

学
三
六
号
一
二
五
頁
以
下
（
二
〇
一
六
（
平
成
二
八
）
年
）
参
照
。


